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１．はじめに
　1974年にセブン－イレブン・ジャパンが東
京都江東区に第一号店を出店して以来１）、コ
ンビニエンスストア（以下、ＣＶＳとする）
は 80年代前半まで年率 20％の成長をみせ、
平成９年の商業統計では全国で 3万 6千店２）
を超えるまでになった。
　今日のＣＶＳの大半は、中小小売店がＣＶ
Ｓ本部とフランチャイズ契約を結ぶことによ
りできたものである。例えばセブンイレブン
の場合、直営店よりもフランチャイズ加盟店
が圧倒的に多く 95％以上を占める。また開業
以前の業種をみると、酒販店・青果店・パン
屋などがＣＶＳに転換されることが多いと言
われる。ＣＶＳの売り上げの７割以上は加工
品やファストフード等の食料品で占められる
というのが一般的であり、これは住宅地に近
接した商圏を持つという点で大型小売店とは
違った問題を中小小売店に投げかけている。
　ＣＶＳは日常生活の利便性に特化した業態
といえる。この日常生活の利便性というのは、
①立地条件や店舗アクセスの利便性、②長時
間の営業時間、レジ待ちの利便性、③なんで
も揃うという利便性が挙げられる。これが消
費者のニーズに対応していたからこそ、ＣＶ
Ｓの発展は成り立ったのである。
　しかし、ＣＶＳの店舗数の増加は逆に商圏
の縮小をもたらした。ＣＶＳの商圏は半径
500ｍだったのが、都市部ではそれが 350ｍ、
ドミナント （集中出店）で競争が熾烈な地域で
は 300ｍまで縮小していると言われる（国友
1993）。今まで成長神話を築いてきたＣＶＳ
業界も 98年度のＣＶＳ全店舗売上高は 5.9％
増、期末店舗数伸び率は3.9％増とどちらも過
去最低の結果（日経流通新聞 1999）となって
いる。チェーン間、他業態との競争は激化し、
ＣＶＳ業界は淘汰の時代を迎えている。
　ＣＶＳを対象にした研究の流れをみると、
第 1にＣＶＳ店舗の立地や商圏に対する評
価、類型化を試みたもの（奥野 1977、荒木
1994、箸本 1998）、第 2にＣＶＳの配送シス
テムを対象とし、その空間構造を明らかにし
ようとするもの（荒井 1989）、第 3に地域商
業の変動を捉える指標の１つとしてＣＶＳに
注目し、ＣＶＳの出店が地域商業に与える影
響について言及したもの（松田 1991）が挙げ
られる。この中で本論文は第 1の流れに属す
るものであるが、90年代に入ってからのさら
なる競争の激化、地価の下落等による各
チェーンの出店戦略の変化、違いを明らかに
しようとするものである。
　本研究は研究対象地域を横浜市と設定し、
1999年9月現在横浜市に立地展開しているＣ
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ＶＳチェーン３）の店舗を対象に研究を行うも
のである。
　横浜市を研究対象都市と設定した理由は以
下の通りである。現在、主なＣＶＳチェーン
が出店している店舗数を他の政令指定都市と
比較すると横浜市への出店数は最多（1050
店）で、2番目に多い大阪市（786店）を大
きく引き離しており、競争の激しい都市であ
ると言える４）。また横浜市に最初のＣＶＳが
出店されたのはわが国最初のＣＶＳが出店さ
れた 2年後の 1976年であり、当初からＣＶ
Ｓの出店が活発な都市といえる。このため横
浜市を対象地域と設定することにより、わが
国にＣＶＳが立地を始めた時期から、現在の
競争の激しい時期までの立地展開を分析する
ことが可能になるといえる。
　その対象となる店舗は 1999年 9月現在横
浜市に立地している 986店と、出店後この時
期までに廃業した 179店を合わせた 1165店
である。この 986店という数字はＮＴＴ発行
の『タウンページ』に掲載されている 1145
店のうち約 86.1％を占め、ＣＶＳの立地展開
を解明するのに十分な数字と考えられる。
２．ＣＶＳの立地展開
１）行政区別の分布と人口との関係
　まず、行政区別にＣＶＳの出店数をみると、
中区（都心部）が一番多く、続いて港北区、
鶴見区（東京よりの郊外）が続く。逆に少な
い区は瀬谷区、栄区、泉区（東京から遠い郊
外）である。このように横浜市は、都心部、
東京よりの郊外、東京から遠い郊外の 3地帯
（区の分布、3地帯の区分は図 1・表 1参照）
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図１　横浜市の行政区と人口集中地区
（国勢調査より作成）
行政区界
人口集中地区
表１　行政区別店舗数
計廃業店舗数1999 年 9月現在の店舗数区　名
100991中 区7
都心と
その周辺
941183神奈川区6
62755南区10
56749保土ヶ谷区9
41536西　　　区8
991485鶴　見　区1
東京寄りの
郊外（東京か
ら 20㎞ 以上
30㎞未満）
981088港　北　区2
74965青　葉　区4
57948都　筑　区3
42834緑　　　区5
871770戸　塚　区15
東京から遠
い郊外
（東 京 か ら
30㎞以上）
711259港　南　区14
691455旭　　　区11
55847金　沢　区17
531340磯　子　区13
38830泉　　　区16
35926栄　　　区18
34925瀬　谷　区12
1165179986計
ＮＴＴ発行のタウンページおよび
1985 年以前の職業別電話帳より作成
に分けて考えることができる。必要に応じて
この 3地帯区分も用いる。
　次にＣＶＳと人口との関係を明らかにする
ために行政区別のＣＶＳ店舗数と行政区別総
人口及び各年齢階級別人口との相関関係を検
討する。また荒木（1994）によるとＣＶＳ本
部は出店に際して特に 19歳から 29歳までの
人口を重視すると言われる。よってその階級
も検討対象の一つとした。
　表 2によると常住人口とＣＶＳ店舗数の相
関関係は比較的関連のある結果となった。Ｃ
ＶＳを利用するのが主に独身男性ということ
から、中でも男性の相関係数は高い。また各
年齢階級別にみると全体、男性、女性に関わ
らず、25～ 39歳という条件で相関が１番高
い。5歳階級に絞ると 1番相関が高いのは 25
～ 29歳の階級である。
　次に昼間人口とＣＶＳ店舗数の相関関係を
みると、相関係数は全体で 0.941と非常に強
い相関関係がみられた。しかし各階級別にみ
ると最高の数値を示した 30～ 64歳階級でも
全体より低い値（0.922）が出てしまった。全
体よりも低いものの 35～ 44歳の階級を含む
条件で強い相関を示す結果となった。また単
独世帯数とでも 0.826と強い相関を示した。
　以上のことから、横浜市におけるＣＶＳ店
舗数と人口との相関関係は昼間人口の方が常
住人口よりも強い相関を示し、また単独世帯
数とも強い相関がみられた。京都市を対象と
した荒木の調査では、常住人口の方が昼間人
口よりも相関が強かったが、今回の調査は逆
に昼間人口の方が常住人口よりも相関が強い
という結果が出た。これは、近年、ＣＶＳが
都心部にも盛んに出店されたことの影響と思
われる。
２）時系列的な立地展開
　ここでは、1999年 9月の時点ですでに廃
業している店舗も含めて、時系列的な立地展
開を検討する。この分析を行うために、横浜
市における各年新規出店数を示した図２に
よ っ て、第 1期（1976～ 81年）、第 2期
（1982～ 89年）、第 3期（1990～ 99年）の
3つの時期を設定した。この時期設定に従っ
てＣＶＳの出店時期別分布を示した図（紙数
の都合により第 3期を示した図 3のみ示す）
と、行政区別に立地時期別出店数を示した表
3をもとに考察を行うことにする。
　第 1期に出店された店舗数は 91店である。
この時期は、年間 15店という比較的緩やか
なペースで出店が進んだ。この時期のＣＶＳ
出店の分布は特に 1つの地域に偏ることなく
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表２　ＣＶＳ店舗数と人口の相関関係
昼間人口
（全体）
常住人口
（女）
常住人口
（男）
常住人口
（全体）
0.9410.5360.6330.604全　体
0.7560.4060.4340.42115～ 19歳
0.7860.5460.6300.59720～ 24歳
0.8230.6070.6750.64625～ 29歳
0.8630.6090.6750.64725～ 34歳
0.6100.6760.64825～ 39歳
0.9070.6070.6700.64430～ 34歳
0.9260.6000.6740.64135～ 44歳
0.9050.4950.6630.58445～ 54歳
0.8950.4620.5620.51355～ 64歳
0.826単独世帯数
常住人口数：「横浜市統計書」横浜市による
1998 年１月１日現在
昼間人口数：「横浜市統計書」による
1995 年現在
ＣＶＳ店舗数：「タウンページ」 および1985年以前
の職業別電話帳による。 なお 「25～
39歳」の区分のデータなし。
単独世帯数：「横浜市統計書」による
1995 年現在
広がっているが、完全に平均的分布というこ
とではなく、ある程度の範囲に固まりながら
分布している。行政区別にみると、旭区、鶴
見区が多く、磯子区、港南区がそれに続く。
この 4区で全体の 41.8％を占める。
　第2期に出店された店舗数は472店であり、
年間 52店と出店ペースは第１期に比べると
約 3.5倍になっている。この時期では第 1期
に出店が多かった地域は出店が集中し競合状
態が発生している。他では駅周辺に店舗が集
積しており、全体に店舗の密度も第 1期とで
は比較にならないほど高くなっている。また
主要道路沿いを中心に横浜市全体に出店が及
んだのもこの時期である。また行政区別にみ
ると鶴見区が 1番多く、神奈川区、戸塚区、
港北区がそれに続く。第 2期に出店が多かっ
たこの 4区は 3期全体を通しての出店数も 2
位から 5位と多い。
　第3期に出店された店舗数は602店である。
この時期は不況が訪れたにも関わらず、年間
60店とさらに出店ペースが上がっている。こ
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表３　行政区別店舗数
計第３期第２期第１期
100（10.6％）64（6.8％）32（4.4％）4中 区
94（7.8％）47（9.3％）44（3.3％）3神奈川区
62（5.0％）30（5.5％）26（6.6％）6南　　区
56（5.5％）33（4.2％）20（3.3％）3保土ヶ谷区
41（3.3％）20（3.8％）18（3.3％）3西　　区
99（7.0％）42（10.0％）47（11.0％）10鶴 見 区
98（8.5％）51（8.5％）40（7.7％）7港 北 区
74（6.6％）40（5.9％）28（6.6％）6青 葉 区
57（7.5％）45（2.1％）10（2.2％）2都 筑 区
42（3.7％）22（4.0％）19（1.1％）1緑　　区
87（6.5％）39（8.7％）41（7.7％）7戸 塚 区
71（4.8％）29（7.0％）33（9.9％）9港 南 区
69（6.8％）41（3.8％）18（11.0％）10旭　　区
55（5.3％）32（3.8％）18（5.5％）5金 沢 区
53（3.3％）20（5.1％）24（9.9％）9磯 子 区
38（3.3％）20（3.4％）16（2.2％）2泉　　区
35（1.7％）10（4.9％）23（2.2％）2栄　　区
34（2.8％）17（3.2％）15（2.2％）2瀬 谷 区
1165（100.0％）602（100.0％）472（100.0％）91市全体
「タウンページ」および1985 年以前の
「職業別電話帳」・住宅地図より作成
図２　ＣＶＳ店舗数の推移
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図３　第３期に出店されたＣＶＳの分布
　　　（現地調査・住宅地図より作製）
行政区界
営業店（1999 年 9月現在）
廃業店
主要道路
の時期の特徴は港北ニュータウン（都筑区）
と都心部（特に中区）への出店の集中があげ
られる。港北ニュータウンは 93年に市営地
下鉄（新横浜～あざみ野間）の開通を機に計
画が急速に進み、ＣＶＳの出店が盛んになっ
たのであろう。都心部（中区）はバブル崩壊
による地価下落が主な原因と考えられる。ま
た表 3をみても第 3期に出店した店舗の割合
が都筑区、中区は高い。
　以上のことから、ＣＶＳは第 1期ではある
程度の範囲内で固まりながら、鶴見区・旭区・
磯子区・港南区の 4区に全体の 4割が出店さ
れたこと、第 2期では第 1期に出店された店
舗の周りや主要道路・鉄道沿いに店舗が集中
して立地し、店舗の過密化が進んだこと、第
3期では港北ニュータウン（都筑区）と都心
部（中区）に集中して出店がされたことが分
かった。
３．ＣＶＳの立地特性
１）ＣＶＳの立地上の変化
　本節ではＣＶＳの立地上の変化を検討し、
ＣＶＳの立地特性を明らかにすることにより
ＣＶＳの詳細な立地展開を考察する。そこで
ＣＶＳの立地地点とその商圏環境を各々いく
つかのタイプに分けて検討した。立地地点に
ついては荒木の分類方法に従い、＜主要道路
沿い＞、＜駅前＞、＜その他＞の 3つと、そ
れぞれの中で＜商店街内＞に分類した５）。ま
た商圏環境については神奈川県都市部都市政
策課発行の神奈川県土地利用現況図６）をもと
に、住宅地、商業地、工業地のしめる面積の
占める割合で 7つのタイプ７）に分けた。以下、
これらの分析結果を示した表 4、表 5をもと
に各時期の立地特性を検討する。
　まず立地地点について検討する。第 1期で
は＜その他＞への立地が 1番高い割合を示し
ている。また＜主要道路沿い＞への立地も高
いが、＜駅前＞への立地は相対的に少ない。
第 2期においては立地地点に大きな変化が見
られた。＜主要道路沿い＞への立地の割合が
かなり増加し、＜その他＞、＜駅前＞への立
地の割合は減少している。第 3期では＜主要
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表４　ＣＶＳの立地地点タイプ
計第３期第２期第１期
68736827940〈主要道路沿い〉 （59.0％）（61.1％）（59.1％）（44.0％）
7233318うち 〈商店街内〉
322282〈駅前〉 （2.7％）（3.7％）（1.7％）（2.2％）
13931うち 〈商店街内〉
44621218549〈その他〉 （38.3％）（35.2％）（39.2％）（53.8％）
129655212うち 〈商店街内〉
116560247291計 （100.0％）（100.0％）（100.0％）（100.0％）
表５　ＣＶＳの商圏環境タイプ
現地調査および神奈川県発行
「土地利用現況図」 より作成　
計第３期第２期第１期
54526223053住宅地型 （46.8％）（43.5％）（48.7％）（58.2％）
37719315826住宅・商業地型 （32.4％）（32.1％）（33.5％）（28.6％）
96483810住宅・工業地型 （8.2％）（8.0％）（8.1％）（11.0％）
7439341混在地型 （6.4％）（6.5％）（7.2％）（1.1％）
605271商業業務地型 （5.2％）（8.6％）（1.5％）（1.1％）
844工業地型 （0.7％）（0.7％）（0.8％）
541その他型 （0.4％）（0.7％）（0.2％）
116560247291計 （100.0％）（100.0％）（100.0％）（100.0％）
現地調査および住宅地図により作成
道路沿い＞への立地の割合がさらに増加し、
そのため＜その他＞への立地の割合は減少し
た。また＜駅前＞への立地は第 3期に 7割が
集中している。第 3期は＜主要道路沿い＞指
向がさらに強くなり、駅前にもＣＶＳの立地
が積極的に進められるようになった時期と言
える。また＜商店街内＞への立地についてみ
ると、＜主要道路沿い＞では第１期から第３
期にかけてだんだん割合を減らしていくのに
対し、＜その他＞ではだんだん割合が増える
傾向にある。また＜駅前＞は高い割合で維持
されている。
　次に商圏環境について検討する。第 1期で
は住宅地型が 1番多く、住宅・商業地型、住
宅・工業地型がそれに続く。この 3つのタイ
プで全体の 97.8％を占め、ほぼすべての店舗
が住宅地に密接した形で立地したと言える。
第 2期では住宅地型が割合を減らし、その減
少分は住宅・商業地型と混在地型が吸収した
形となった。第 3期では住宅地型がさらに割
合を減らしている。ここで特筆すべきことは
商業・業務地型が大きく割合を増やしたこと
である。この商圏環境タイプが横浜市都心部
に集中しており、90年代の地価下落を受けて
地価が高い都心地域にも立地がみられるよう
になったためと考えられる。
　以上のことから、立地地点については＜そ
の他＞から＜主要道路沿い＞へと指向の変化
がみられた。これは人々の交通手段が公共交
通機関から私有の車・バイクへと変化したこ
との影響が大きい。また商圏環境についても、
住宅地に密接した立地が中心だったのが、住
宅地の割合の少ない混在地型、商業・業務地
型、工業地型にも立地するようになり多様化
が進んだと言える。これは、近年の競争の激
化や地価下落等の影響があると思われる。
２）ＣＶＳ開業以前の土地利用
　ＣＶＳの存在意義の 1つに「零細小売店の
近代化」が挙げられる。本節ではＣＶＳ開業
以前の土地利用を明らかにすることによっ
て、ＣＶＳ本部の店舗開発の傾向を読みとっ
てみたい。
　ＣＶＳ開業以前の土地利用については聞き
取り、住宅地図によりデータを収集し、この
分析結果を示した表 6をもとに検討する。
　第 1期ではＣＶＳ関連店８）が 1番多く、空
地・駐車場、住宅がそれに続く。第 2期では
ＣＶＳ関連店が大きく減少し、かわりに空地・
駐車場が増加した。第 3期では空地・駐車場
が 1番多いものの、酒店が第 2期に比べて倍
近く割合が増加したことが特筆できる。また
ＣＶＳ関連店は減少傾向が変わらず第 1期に
比べると割合が半分以下になっている。
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表６　立地時期別開業以前の土地利用
現地調査および住宅地図により作成
計第３期第２期第１期
1921235910酒店 （16.5％）（20.4％）（12.5％）（11.0％）
197818729ＣＶＳ関連店 （16.9％）（13.5％）（18.4％）（31.9％）
174100695その他商業施設 （14.9％）（16.6％）（14.6％）（5.5％）
9460268事務所 （8.1％）（10.0％）（5.5％）（8.8％）
3511195工場 （3.0％）（1.8％）（4.0％）（5.5％）
27614211816空地・駐車場 （23.7％）（23.6％）（25.0％）（17.6％）
2911162農地 （2.5％）（1.8％）（3.4％）（2.2％）
145616816住宅 （12.4％）（10.1％）（14.4％）（17.6％）
2313100その他 （2.0％）（2.2％）（2.1％）（0.0％）
116560247291計 （100.0％）（100.0％）（100.0％）（100.0％）
　以上のことから、各土地利用の変化をみる
と、ＣＶＳ関連店、住宅は減少傾向にあり、
酒店は増加傾向にある。ＣＶＳ関連店、住宅
の割合が高かった第 1期はまだＣＶＳが世間
に浸透しておらず、ＣＶＳ本部の社員がＣＶ
Ｓの開発に向けて中小小売店を訪ね勧誘して
いく時期であった。しかし、ＣＶＳが大きく
成長した 80年代、90年代においてはＣＶＳ
本部と中小小売店の立場は逆転し、ＣＶＳ本
部の方が店舗、または物件を選別するように
なった。ある大手チェーンでは多数ある出店
候補物件のうち実際に出店されるのはわずか
１％という状況にまでなっている（国友
1993）。このため、ＣＶＳ本部はより経営が
有利になる酒店をターゲットに店舗開発を行
うようになった。今回の調査結果でも酒店は
第 1期から第 3期にかけて割合を大幅に増加
させている。また空地・駐車場が高い割合を
維持しているのは、港北ニュータウンに代表
される大規模住宅地開発に合わせて空地に出
店が進んだのと、地価下落の影響で都心地域
への出店が可能となったが、この地域に出店
された店舗はもともと駐車場であった店舗が
多いためである。
４．ＣＶＳの営業スタイル
　本章ではＣＶＳの行政区別に要免許商品
（酒・タバコ）の取り扱いと駐車場の有無を
検討することにより、地域によりどのような
違いがあるか明らかにしたい。各店舗の酒・
タバコの取り扱いの有無、及び駐車場台数は
現地調査によりデータを収集した。これらの
分析結果を示した図 4、図 5をもとに各行政
区の傾向を検討する。
　酒・タバコの取り扱いについてみると、酒・
タバコの一方どちらかでも扱っている店舗の
占める割合が１番高いのは泉区である。それ
に都筑区、戸塚区が続く。一方、酒・タバコ
のどちらも扱っていない店舗の占める割合が
1番高いのは、鶴見区と南区である。また、
酒・タバコを両方とも扱っている店舗の占め
る割合についてみると、栄区が飛び抜けて高
い。また逆に割合が 1番低い区は中区である。
　駐車場の有無についてみると、駐車場の有
る店舗の占める割合が 1番高い区は栄区で、
旭区、戸塚区がそれに続く。逆に割合の低い
区は西区が１番低く、中区がそれに続く。
　また、酒・タバコの取り扱いと駐車場の有
無の関係について検討してみると、酒・タバ
コどちらも扱っている店舗の中で駐車場の有
る店舗は 45.4％なのに対し、酒・タバコどち
らも扱っていない店舗の中で駐車場の有る店
舗は22.8％と前者に比べて半分以下の割合に
なっている。
　以上のことから、行政区別でみると都心部
では酒・タバコの扱いと駐車場の設置を両方
同時に実現することは難しく、郊外の店舗の
方がそれを実現させやすいことが分かる。こ
れは現実的に考えてみても、店舗密度が高く
地価の高い都心部よりも、店舗密度の低い郊
外部の方が免許取扱品の距離規制も受けにく
く、また駐車場の設置もしやすいと考えられ
る。しかし、逆説的に言えば、都心部の店舗
は駐車場、酒・タバコの扱いが無くてもその
圧倒的な昼間人口で売り上げを確実に出すこ
とができ、営業を続けることが可能であるが、
郊外部においては酒・タバコの取り扱い、駐
車場の設置等の集客力を増加させる努力が都
心部よりも必要だと言えよう。 
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図４　行政区別ＣＶＳ酒・タバコ販売率
図５　行政区別ＣＶＳ駐車場設置率
５．廃業店について
　本章では廃業店のみを取り上げることに
よって、ＣＶＳの立地条件を検討する。1999
年 9月現在で確認できた廃業店は 179店であ
る。行政区別にみると戸塚区が 1番多く、鶴
見区・旭区がそれに続く。一方少ない区は西
区が一番少なく、保土ヶ谷区・南区がそれに
続く（表 1）。図 3をみると廃業店の周辺に他
のＣＶＳが立地していることから、廃業店の
立地地点そのものが経営を困難にしたとは言
えない。廃業に至る要因としては他のＣＶＳ
との競合による売り上げ低下、店主の個別な
判断（例えば、ＣＶＳ本部に支払うロイヤル
ティーが高額であるとの不満から廃業もしく
は業態を変化させることがある。）などが挙げ
られる。
　廃業店の多くは、第 2期に立地した店舗
（179店中 107店が第 2期に立地）が第 3期
に廃業（179店中 147店）したものである。
立地地点別にみると、＜主要道路沿い＞では
第 3期に廃業した店舗が 87店で、全体の
94.6％を占める。＜駅前＞で廃業したのは、
2店のみである。＜その他＞では第 3期に廃
業した店舗が 60店と全体の 70.6％を占める
が、第 2期に廃業した店舗も 22店（25.9％）
ある。したがって、1980年代までは＜その
他＞に立地していた店舗が廃業に追い込まれ
たが、90年代に入ると＜主要道路沿い＞に立
地していた店舗も競合等の要因により廃業に
至るようになったと言える。また廃業店の立
地地点を＜商店街内＞と＜商店街外＞に分け
て分析すると、＜商店街内＞に立地して廃業
に至った店舗は 40店で廃業店全体（179店）
の 22.3％を占める。この数字は継続店を含め
たＣＶＳ全体の中で＜商店街内＞に立地した
店舗の割合（18.4％）よりも高い。
　また、廃業店の商圏環境について検討する
と住宅地型が 94店（52.5％）と 1番多く、
住宅・商業地型が 56店（31.3％）、住宅・工
業地型が 14店（7.8％）と続く。ただし、こ
れは表 5が示す継続店も含めた商圏環境の分
析結果と比べて傾向の違いはみられない。
　次に廃業後の利用について検討する（表
7）。廃業後も個人営業のＣＶＳ・ミニスー
パーとして営業を続けているものがあるが、
立地地点別（＜主要道路沿い＞と＜その他＞）
に見てもあまり差がない。しかし、商業施設
（全体）として利用されているものでは＜主要
道路沿い＞が＜その他＞をやや上回ってい
る。逆に、事務所、空地・駐車場・空店舗は
＜その他＞の方が多い。これらのことから、
商業施設として利用するには、やはりモータ
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表７　立地時期別廃業後の土地利用
現地調査および住宅地図により作成
計〈その他〉〈駅前〉〈主要道 
 路沿い〉
271215個人営業のＣＶＳ ・ 
ミニスーパー （15.1％）（14.1％）（16.3％）
633他の飲食料品
小売業 （3.4％）（3.5％）（31.9％）
7531143その他商業施設 （41.9％）（36.5％）（50.0％）（46.7％）
10846161計 （商業施設） （60.3％）（36.5％）（50.0％）（66.3％）
1084618事務所 （11.7％）（14.1％）（50.0％）（8.7％）
11工　場 （0.6％）（1.2％）
311714空地・駐車場・
空店舗 （17.3％）（20.0％）（15.2％）
642住　宅 （3.4％）（4.7％）（2.2％）
1257その他 （6.7％）（5.9％）（7.6％）
17985292総　計 （100.0％）（100.0％）（100.0％）（100.0％）
リゼーションが進んでいる現在においては、
＜主要道路沿い＞の方が有利であるという結
果となった。
　廃業後の利用を商圏環境タイプ別にみる
と、住宅地型では 94店中 66店が、商業施設
として利用されている。住宅・商業地型では
56店中 30店が商業施設、12店が空地・駐車
場・空店舗に利用されており、後者の割合が
比較的高いのは、この商圏環境タイプは商店
街内に立地している店舗の割合が他のタイプ
よりも高く、廃業後空店舗となる例が多かっ
たためである。またＣＶＳ店舗をそのまま他
の業態・業種として使うとしても、新たに店
舗を建設したとしても、それらの大半は小型
店舗である。一般的に小型店は大型店のよう
に広い商圏を持つものではないため、狭い商
圏内に確実に客の存在する住宅地型の方が商
業利用に向いていると各店主は判断したので
はなかろうか。
６．各チェーンの立地展開
本章では、横浜市に 60店以上のＣＶＳを出
店した 8チェーンを対象に各チェーンの立地
展開の特徴について検討する。
　図 6は各チェーンの店舗数の推移を示して
いるが、これをみると 99年 9月現在店舗数
が 1番多いセブン－イレブン・ジャパン（以
下、セブンイレブン）は 77年の初出店以来、
進出初期から年間 10店前後の速いペースで
出店を進め、99年 9月現在まで常に店舗数第
1位を維持している。第 2位のローソンは 76
年の初出店以後、80年代後半まで出店ペース
が伸びずセブンイレブンに大差をつけられて
いたが、89年のサンチェーンとの合併を機に
急速に店舗数を増やし合併後 6年間で、合併
前の第５位から２位にまでに勢力を広げた。
特に 91年から 94年にかけてはサンチェーン
からの看板替えを中心に速いペースで出店が
進んだ。現在の店舗の約 3割が旧サンチェー
ンからの看板替えである。第 3位のファミ
リーマートは 78年の初出店以来、81年まで
緩い出店ペースであったが、82年以降は積極
的に出店が進められた。第４位のサンクスア
ンドアソシエイツ（以下、サンクス）は、他
チェーンに比べ比較的遅く 81年に横浜市に
進出した。80年代は比較的抑えた出店ペース
であったが、90年代に入ると積極的に出店
し、この間の純増店舗数は 58店と同条件の
セブンイレブン、ファミリーマートに引けを
とらない。第 5位のデイリーヤマザキ（以下、
ヤマザキ）は 79年の初出店以来、87年まで
は順調な出店を続けたが、それ以降はペース
が伸び悩んでいる。また廃業店も多く 94年
以降は店舗数の増加はわずか 6店である。第
７位のエーエム・ピーエム・ジャパン（以下、
ａｍ・ｐｍ）は初出店が 89年であり、先行
チェーンと比べて 10年以上も遅い。出店ペー
スは 89年からの 5年間で出店数がわずか 4
店とかなり遅かったが、その後積極的に出店
を進め 94年以降の純増店舗数は 63店と全
チェーンの中で最多である。
　次に各チェーンＣＶＳの分布について検討
する。8チェーンのうち分布に特徴が見られ
る 4チェーン（ローソン、セブンイレブン、
ヤマザキ、ａｍｐｍ）の店舗の分布を示した
のが図7である。まず横浜市への出店数が200
を超えているローソンとセブンイレブンにつ
いてみると、ローソンが都心部及びその周辺
の割合が高いのに対し、セブンイレブンはそ
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の割合が低い。また店舗の分布をみると、両
チェーンとも、ある程度商圏を重複させなが
ら出店していくドミナント戦略を採用し、横
浜市全体を覆うように出店している。近年で
は両チェーンとも店舗の密度がかなり高く
なっており、自チェーンの店舗からかなり近
い距離に、新たに出店する例もみられた。
　次に、ヤマザキは都心部及びその周辺への
出店が少なく、郊外部への出店が 80％以上を
占める。また店舗の分布をみると、やはり上
位チェーンに比べて店舗の密度は低く、孤立
した店舗も少なからず存在する。一方、都心
及びその周辺に出店が多いのがａｍ・ｐｍ（都
心部の区に 40.3％が分布）である。店舗の地
域的分布をみると中区北部の関内・桜木町駅
周辺への集積が目立つ。
　以上のことから、各チェーンは初出店から
4、5年ほどは年に1店から3店程のかなりゆっ
くりとしたペースで足場を固めた後、その後
出店ペースを速めることが分かった。しかし、
セブンイレブンの場合は進出 1年目から 8店
出店し、その後も 9店、13店と速いペースで
出店を進めており、進出当初から積極的に出
店を進める例もある（ヤマザキにもそのよう
な傾向がある。）。またチェーンの規模が大き
くなればなるほど、1年に出店できる店舗数
も多い傾向がみられ、近年、大型チェーンと
中小チェーンの格差が広がっているように思
われる。
　各チェーンの立地展開をみると、郊外部を
中心に出店するチェーン、都心部を中心に出
店するチェーンなど展開の方向性に違いがみ
られる。また店舗数の多いチェーンはある程
度商圏を重複させながら出店を進めるドミナ
ント戦略を採っているが、近年では同じ
チェーンの店舗からかなり近い距離（直線距
離が 300ｍ以下の時もある。）に新しく店舗
を出店させる例もみられた。これは他チェー
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図６　チェーン別店舗数の推移
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図７　各チェーンの店舗分布
行政区界
営業店（1999 年 9月現在）
廃業店
１）ローソン
２）ヤマザキ
３）セブンイレブン
４）ａｍ ・ ｐｍ
ンに出店されて売り上げを取られるよりかは
自チェーンで売り上げを確保した方が良いと
の考えがあるように思われる。
　このように近年に至っては、他チェーン店
舗との競合のみならず、自チェーン間でも競
合が発生するまでに競争が激化している。上
位のチェーンがほぼ半数を占め、後発チェー
ンはそれに対抗するために、出店余地を狙っ
てａｍ・ｐｍのように都心部に特化したり、
ヤマザキのように郊外に特化するなど立地展
開は多様化している。またサンクスのように
酒店を積極的に勧誘し、販売アイテムにより
差別化する例も見られた。
８．まとめ
　本研究は、横浜市におけるＣＶＳの立地展
開を、ＣＶＳと人口の関係、時系列的な立地
展開、立地特性、営業スタイル、廃業店の立
地特性などの項目から考察を進めたものであ
る。また各チェーンの出店戦略にも考察を加
えた。結果は以下のようにまとめられる。
① ＣＶＳ店舗数と常住人口との相関よりも、
昼間人口との相関の方が強いといえる。こ
れは近年の地価下落により、都心部への出
店が積極的に行われたためと思われる。時
系列的な立地展開では、近年、港北ニュー
タウンおよび都心部への立地が盛んになっ
ている。
② ＣＶＳの立地特性の変化の点では、第１期
において住宅地周辺を中心に立地が進んだ
が、時期を経るうちにロードサイド指向が
強まり、商圏環境も多様化が進んだ。ＣＶ
Ｓ開業以前の土地利用では、酒店から転業
した店舗の割合が時期を経るごとに増加
し、ＣＶＳ本部が酒店を積極的に勧誘する
ようになったといえよう。
③ 都心部の方が地価及び免許取扱品の距離
規制などの制約を受けやすいため、郊外部
の方が都心部よりも酒・タバコの販売率、
駐車場設置率ともに高いといえる。
④ 第2期までは主に住宅地周辺に立地してい
た店舗が廃業に至っていたが、第 3期に入
ると主要道路沿いへ立地していた店舗も競
合等の要因により、廃業するようになった。
⑤ 各チェーンは、一部を除いて初出店後 4、
5年間はゆっくりとしたペースで出店し足
場を固めた後に、出店を本格化させる傾向
にある。また、出店余地を狙って、郊外や
都心部に特化して立地展開を進めるチェー
ンもあり、多様化が進んだ。
　最後に本研究で明らかにした各チェーンの
酒・タバコの販売及び駐車場の有無について
は、各チェーンの出店戦略に左右される可能
性が高く、また詳細な分析には経済学的なア
プローチも必要になるため、これについては
今後の課題としたい。
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注
１） セブンイレブン１号店の出店以前にＣＶＳを
出店したチェーンもあったが、システム志向
で本格的にＦＣを展開したのはセブンイレブ
ンが最初であり、セブンイレブン１号店を
もってＣＶＳの歴史が始まったと考えられて
いる。
２） 商業統計のＣＶＳの定義は平成９年の調査か
ら変更になっている。変更以前のＣＶＳの定
義は①売場面積「50㎡ 以上 500㎡ 未満」、②営
業時間「12時間以上または閉店時刻 21時 00
分以降」であったが、変更後は①売場面積「30
㎡ 以上 250㎡ 未満」②営業時間「14時間以上」
③取扱品目「飲食料品を扱っていること」に
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なった。そのため平成 6年のＣＶＳ店舗数は
変更前の定義だと 48,405店となっていたが、
変更後の定義に当てはめると28,595店となっ
ている。
３） ここでいうＣＶＳチェーンとは、日経流通新
聞（1999）にＣＶＳとして掲載されているも
のを指す。
４） 以下、札幌市 738店、名古屋市 710店と続く。
（資料：ＮＴＴ『タウンページ』）
５） ＜主要道路沿い＞とは、一般国道、県道、市
道と国土地理院発行 2万 5千分の 1の地形図
で幅員13ｍ以上の道路沿いに立地するものと
した。＜駅前＞とは、駅前（改札口）から 50
ｍの圏内に立地するものとした。＜その他＞
とは、以上の 2例に該当しなかったものであ
る。＜商店街内＞とは社団法人：横浜市商店
街総連合会発行の『横浜市商店街要覧 93』に
掲載されているものを商店街として扱った。
６） 1995年調査のものを利用した。
７）　7つのタイプとは、①住宅地型：住宅地が80％
以上、②住宅・商業地型：住宅地が60％以上、
商業地が 40％未満、③住宅・工業地型：住宅
地が 60％以上、工業地が 40％未満、④混在地
型：住宅地が約 50％、商業地と工業地が約
50％、⑤商業・業務地型：商業地及び業務地
型が 80％以上、⑥工業地型：工業地が 80％以
上、⑦その他型：以上 6例に該当しないもの
である。
８） ここでいうＣＶＳ関連店とは、ＣＶＳに陳列
されている商品を主に扱う店のうち酒店以外
の店である。具体的には、鮮魚店、青果店、
精肉店、米店、菓子店、パン店、個人商店で
ある。
